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「ソーシャル・ビジネス」概念の形成と課題

-英国BigIssueのストリート・ペーパー事業を中心に-

土　　肥　　将　　敦

「食料や衣類を与えたり,さまざまな相談に乗ることによって,路上で暮らしている人た

ちを援助する団体は非常に数多くあります. 『ストリート・ニュース』は,そうした援助が.

とりわけやる気のある人々に行き渡り,しかもそのことで彼らの尊厳や自尊心ができるだ

け損なわれずに済むようにするための,補完的な役割を担っています. -善意の施しと

いっても,それを受けとる者の独立心や自尊心をないがしろにするわけにはいきません.

『ストリ-ト・ニュース』は,列に並んで助けの手が差し伸べられるのをただ待ち続けるこ

とを潔しとしない人々に,独力で始められる材料一式を提供し,同時に励ましと支えを与

えるものなのです.」 (Stringer, 1998)

1　はじめに

ホームレス問題,高齢者福祉問題など今日解決が求められている社会的課題に

対して慈善活動としてではなくビジネス(市場を通した事業活動)としてかか

わっていく事業体は,欧米ではソーシャル・エンタ-プライズ(social enter-

prise)と呼ばれ,政府あるいはNPOの限界を克服する存在として80年代以降注

目を浴びている.このようなソ-シャル・エンタープライズの議論は大きく2つ

に分けることができる.ひとっは, NPO/NGO (以下NPO)が従来の慈善型の

活動を超えて,市場を通して有料・有償のサ-ビスを提供する事業型NPOの台

頭として扱うもの(Zimmerman 1998, Dees 1998,谷本2002b)であり,もう1

つは企業形態を取りながら社会的ミッションを掲げて社会的課題の解決にかか

わっていこうとする社会志向型企業(mission-based company)の台頭に焦点

を当てるもの(谷本2002b)である.

本稿では特に社会志向型企業によって新しく生み出された「ソーシャル・ビジ
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ネス(social business)」という概念に注目し,この概念が形成されてきた背景,

機能,課題について英国Big Issue社(以下Big Issue)の事例を通して論じて

いく. BigIssueは,イングランド,スコットランドを中心にホームレス支援の

ためのストリート・ペ-パー事業(路上新聞・雑誌の販売を行う事業)を行う有

限会社であり,低所得者や定まった住居を持たない人々(以下ホームレス)に労

働機会と各種訓練プログラムを提供することで,経済的,社会的なエンパワ-メ

ントを行っている. Big Issueを分析対象とした理由は,近年世界的に広がりつ

っあるソ-シャル・ビジネスの先駆的な存在であり,さらに設立から13年の活動

実績によって一定の成果と課題が蓄積されている点である.

2　事業領域と主体

2.1社会的な事業領域

本稿で取り上げるホームレス支援という事業領域は,これまで政府が対処すべ

き問題,あるいはNPOがス-プ・キッチン(貧困者のための食事配給所)等の

ボランティア活動を通して支援していく問題として考えられてきた.ソーシャ

ル・エンタープライズと呼ばれる事業体の事業領域は,そうした政府の対応から

漏れ落ちてきた領域や,これまで政府が独占的に供給してきた領域,従来の市場

の論理では事業が成り立ちにくい領域である(谷本2002b).

近年,欧州では社会的排除　(socialexclusion)がキ- ・コンセプトとなり,

2000年3月にリスボンで開催されたEUサミットでは, 「人々に投資し社会的排

除と闘うこと」が重要課題として位置づけられた.この社会的排除の概念は,蛋

困の概念と部分的に重なりながら,個人や集団が社会的アイデンティティの構成

要素となる実践と権利あるいは社会的な交流から排除されていくメカニズムを指

すものとされている.社会的排除が多次元的かっ構造的な問題であるため,欧州

委員会では社会的受容(social inclusion)を進めていくためには「包括的かつ

整合的な政策テプロ-チ」が必要であるという認識を示している.

本稿で取り上げるBigIssueのストリート・ペーパー事業には,社会的に排除

された状態のホームレスの人々を積極的に雇用し,多様なケア・プログラムを通
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して,最終的には通常の労働市場に彼らを送り込んでいこうとする狙いがある.

欧州委員会では, 「社会的に排除されてきた人々の雇用に向けて革新的な手法を

促進する」ことを目標に, 2002年-2006年のプロジェクトとして雇用・社会問題

局の主導により国際交流プログラム(Transnational Exchange Programme:

以下TEP)を実施している.この64のプロジェクト(2002年)のひとっには,

スペイン労働省　RAIS Foundation (スペイン), The Big Issue in Scotland

(スコットランド), The BigIssue Cymru (ウェ-ルズ), BISS (ドイツ),

Novy Prostor (チェコ)によって構成されるものがあり,スペイン労働省以外

の5団体はすべて社会的受容に向けた活動を行うストリ-卜・ペーパー事業組織

である.このプロジェクトの目的は,ベストプラクティスを共有し,ストリー

ト・ペーパー事業によるホームレス支援の効率性と有効性を確認すること

(TEP報告書2003)であり,各パートナ-が共有している認識は次のようなもの

である;

労働は社会的受容のための重要な要素であり,また,社会におけるすべての行動主体

(政府,企業,ソーシャル・ビジネス, NGO,一般市民そして排除されてきた人々)は,排

除を経験してきた人々が金銭を稼ぐ機会, (社会に)所属し自律性を獲得しているという感

覚とともに,彼らの潜在的な可能性を満たすことができる環境を共に生み出していくこと

ができる2).

欧州におけるソーシャル・エンタープライズの議論は,欧州委員会の影響力も

あって,貧困・雇用問題に焦点が当てられがちである.しかし後述するように,

例えばホームレス問題は労働市場からこぼれ落ちた失業者としての問題だけでな

く,住宅政策,教育,麻薬,家庭内暴力などの問題と複雑に絡み合っている(小

玉他2003).社会的な事業領域は, Egや地域,時代によって異なるものであり,

さらに社会的排除の問題が示すように多様な要因が問題を引き起こす領域として

理解しておく必要がある.
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2.2　ソーシャル・エンタープライズによる「ソーシャル・ビジネス」

ソーシャル・エンタープライズの組織形態は多様であり,企業やNPO形態の

他にEU諸国では協同組合という形態も見られる(谷本2002b).本稿では,

「ソーシャル・エンタープライズ」を広く社会的な事業領域にかかわる事業体と

し,それらが社会的ミッションと事業収益活動の双方を直接に結びっけている事

業を「ソーシャル・ビジネス(socialbusiness)」と定義する.事業主体として,

企業とNPOによる2つの組織形態に焦点を当てるが,一般的に企業は利潤最大

化原理によって規定されるのに対し, NPOでは社会的ミッションの効果が最大

化するように意思決定が行われると考えられている(Young 1999).しかし,

近年では社会的課題を解決することをミッションに掲げた新しいスタイルの企業

や,社会的ミッション遂行のために効率的なマネジメントを行いながら事業収益

をあげていくNPOが台頭している.以下では,これらをそれぞれ,社会志向型

企業,事業型NPOとしてソーシャル・エンタープライズの主要な事業スタイル

と位置づけていくことにする3).

(1)社会志向型企業

これは社会的ミッションを掲げ,社会的な事業Ej的をもって活動するfor-pro-

fitの企業であり,代表的な企業としてイギリスのTheBodyShop, TheC0-op-

erative Bank,アメリカのBen & Jerry's, Newman's Ownなどが挙げられる.

こうした社会志向型の企業は特に70年代後半～80年代前半以降,英米を中心にオ

ルタナティブな「価値主導のビジネス(value-led business) 」を追及する形

で台頭してきている.これまで企業が関与してこなかった社会的な事業領域に対

してフィランソロピー活動としてだけでなく,収益事業として社会的商品・サー

ビスの開発を通してかかわり,一般に「良心ある企業(company with a con-

science)」として一定の評価を受け成長してきている(Scottetal 1992,Makow-

er1994).

社会志向型企業といっても,企業活動のどのプロセス(資源調達,生産・製造,

流通,販売)に社会的価値を組み込んでいくかによって,われわれの目に届く姿

は異なってくる.例えば化粧品やアイスクリーム,ドレッシングの販売というよ
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うに一般企業と変わらぬ商品であっても,資源調達や製造プロセスにおいて環境

的/社会的価値を組み込んでいこうとするスタイルもあれば,後述するBig Is-

sueのように雑誌の編集・出版事業という点では一般の出版社と同じであっても,

その流通・販売プロセスにおいて一般の書店等には一切置かずにホームレスの販

売者(ベンダー)を通してしか購入できない仕組みを構築するものもある.社会

志向型企業における「ソーシャル・ビジネス」の意味やそのあり方については後

iJ>-J-s.

(2)事業型NPO

事業型NPOは,寄付や補助金のみに依存する伝統的な慈善型NPOとは異な

り,専門性を生かした有償サービスの提供を通して,政府や寄付金に依存しない

NPOである.米国では, 60年代後半から70年代にかけて, NPOの資金源が寄付

金依存型から政府系機関からの補助金型ならびに業務委託型へと大きく移行して

きた(Ott 2001).そうした政府系資金源に依存してきたNPOが, 80年代以降

のレーガン政権による小さな政府化によって補助金・委託金が大幅に削減され,

結果として政府や寄付金に依存しない安定した事業収入を確保することが火急の

課題となった.また80年代以降の欧米の事業型NPOには,企業と競合する事例

も多くなっているが,同時に企業と新しいアライアンスを構築するものも増加し

ている.

事業型NPOといっても,実際の事業活動を見れば伝統的な募金活動や事業収

益活動を多様な形で組み合わせている事例も多い(谷本2004).そうした多様な

事業活動の中で, NPOのミッションに沿った収益事業を行うものや,新たに子

会社を設立して収益事業を行うものが,事業型NPOによるソーシャル・ビジネ

スである(SEL 2001)　例えば,ホームレスや低所得者層向けの住居を開発・

提供し,多様なプログラムを通してホ-ムレス問題の解決に取り組むニューヨー

クのNPOであるCommon Groundは,アイスクリーム会社のBen & Jerry's

とフランチャイズ契約を結び,低所得者やマイノリティなどを積極的に雇用し,

訓練機会を与えることをEj的とするソーシャル・ビジネスを展開している6).こ

の場合　Ben　& Jerry'sがCommon Groundに3店舗のフランチャイズ・
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フィーとマネジメント支援を無償提供したことで成り立っている7).他にも飢餓

撲滅をミッションとするNPOのOxfamが寄付で集められた衣服・書籍などを

販売するOxfamShopなどもソーシャル・ビジネスの事例として挙げられる.

3　先行研究としての制度選択アプローチとその限界

BigIssueはイングランド,スコットランドを中心に,ホ-ムレス支援活動を

チャリティ形態からではなく,企業形態(for-profiトorganization :以下FPO)

からスタ-卜させており,そのスタイルは各国のBigIssueに普及している.こ

れは米国のホームレス支援の為のほぼすべてのストリート・ペーパー事業が

NPO形態であることと対照的である.従来,こうした社会的な事業領域にかか

わる組織としてのNPOが議論され,その「存在意義」 (なぜNPOは社会経済シ

ステムにおいて存在するのかを説明するもの),と「機能」 (NPOは実際にどの

ような機能を果たしているのかを説明するもの)に関する理論が米Egの経済学者

を中心になされてきた.その中でも特に,政府の失敗,市場の失敗(契約の失

敗)という"失敗行動アプローチ''による説明が有力なものとして考えられてき

た(Badelt 1990, Ott 2001).

以下では,政府,企業, NPOという3つの制度形態がなぜ採用されるのかを

失敗行動アプローチによって説明する制度選択(institutional choice)の議論

を批判的に検討し,先行研究が見落としてきた視点-アントレプレナーによる新

しい価値規範の普及一について明らかにしていく.また本稿における主たるリ

サーチ・クエスチョンは次のようなものである.

・制度選択の観点においてなぜBig Issue　はチャリティ形態ではなくFPO形

態を採用し,また,そこで発生してくるデメリットをどのように克服してい

るのか?

Big Issueの事業の根底にある「市場を通した社会変革」というアイデアは,

どのようにして形成され,どのように普及してきたのか?
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3.1制度選択アプローチの視点

Weisbrod (1975, 1989)は,あらゆる社会において企業,政府, NPOが主要

な制度形態であることを前提として,なぜ市場や政府ではなく, NPOという制

度が選択されるのかという制度選択アプローチを展開した.このアプローチでは,

NPOは中位投票者の原理8)によって政府供給では満たされない需要者の発生に

よって説明され(この場合の政府の失敗はNPOだけでなく,企業によっても補

完が可能であるが, Weisbrodはコスト面でNPOに優位性があるとしている),

また, 「異質な」公共財の需要を提供する主体として説明される.つまり, Weis-

brodの議論は政府/市場の2つの失敗を「補完」する役割を担うものとしての

NPOが位置づけられ,さらに異質性が大きいコミュニティにおいてNPOの存

在意義を認めるものである.

一方で,市場セクターが社会的な領域にかかわる場合,信頼性の点で利潤追求

動機を持たないNPOに劣るという議論がある(Hansmann 1980, 1987). 「契約

の失敗」は消費者が受けとる財・サービスの質や量を正確に判断することができ

ない状況(情報の非対称性9)が大きい場合)において,消費者は企業に偏されて

いるのではないか不安になり,企業の商品・サービスの購入をためらうことに

よって生じる(Hansmann, 1987). NPOの場合,純利益が生み出されたとして

ら,組織を運営している者(事務局長や理事など)に分配することを禁じる「非

配分原則(non-distribution constraint)」が存在するために,機会主義的な行

動をとるインセンティブが企業よりも低いと想定されている.その結果企業より

もNPOのほうが信頼性の点で優れているために制度として選択されると考えら

れている.

他にもSalamon (1987)は, NPOセクターの本質的な限界を示す「ボランタ

リーの失敗」を主張している. WeisbrodやHansmannらがNPOを政府,企

業の2次的な補完制度として捉えたのに対し, SalamonはNPOが1次的に存

在し, NPOが内在する欠陥を補完するために政府が存在するという考え方を示

した.彼はNPOには本来的に4つの限界があると指摘し,具体的には①不十分

性:個別的な問題に場当たり的に対応するだけでは満たされないニーズが増大し,
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サ-ビスの供給が不安定であること10) ②家父長的尊大性:権利ではなく恩恵と

して支援活動が行われると,かえって依存関係が強化されることがあること, ③

アマテユアリズム:ボランティアを中心としたサービスの供給は,専門性に欠け

る部分が多くニーズに対応しきれない場合が多いこと. ④偏重性:篤志家の存在

する地域と,支援を求めている地域が必ずしも-致せず,満たされないニーズが

解消されない場合があること,を挙げている.

WeisbrodやHansmannに共通しているのは,既存制度の「欠陥」ないし

「弱点」を「補完」する代替的制度としてNPOが位置づけられており,そこで

の制度選択は「受動的」あるいは「自動的」に為されるかのように描かれている

ことである.つまり,制度が選択される状況において「実際の判断」を下す個人

に焦点が当てられることはなく,半ば自動的に最適解としての制度が選択・決定

されることが想定されているのである.

図1　失敗行動アプローチによる制度選択
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3.2　インプリケーションと新しい動き

これまで示してきた制度選択アプローチの中で,彼らが前提としていた企業や

NPOのイメージは必ずしも一致しておらず,例えばNPOといっても寄付に依'

存する慈善型NPOから大規模な病院までが混在していることに注意しておく必

要がある.その上で,これらのアプローチの意義と課題についてまとめておこう.

まず,こうした制度選択アプローチでは,従来の「市場か政府か」という2分

法の議論に,新たに第3のセクタ-としてのNPOを位置づけ,限定された財や

事業領域においての政府によって満たされざる公共財の供給や,信頼性の面での

NPOセクターの優位性が明らかになったものの,例えば介護あるいは本稿にお

けるストリート・ペーパー事業などの企業, NPO (あるいは政府機関)が混在

する事業領域に関しては,有効性を持たないことはこれまでも指摘されてきた

(Ott 2000).

さらに,これらの理論は「失敗行動アプロ-チ」に見られるように各セクター

の「不完全性」に目を向けすぎるあまり,それぞれのセクターが有する「強み」

に焦点を当てることは少なかった.実際には,企業とNPOとの間の制度選択プ

ロセスでは制度が持つ「欠陥」のみならず「強み」も同時に考慮しなくてはなら

ない.谷本(2004)は, NPOと企業の組織選択について,ある程度両制度が成

熱した段階において,次の4点に手がかりを求めている. (彰市場性(収益性) :

対象とする市場規模が小さすぎる場合,企業形態で運営することは難しい, ②資

金調達:機械設備など大きな初期投資か必要な場合,企業形態を選択すると資本

市場-の接近が可能であり有利である, ③税制:法人形態によって課税の扱いが

異なるため,事業活動の特性によって法人格の選択が可能である, ④信頼性:

NPOの優位性は,事業領域,サービス内容によって変化するため一概には言え

ず,どちらの形態であってもステイクホルダーに対してアカウンタビリティを発

揮していくことが支持・信頼を獲得していく条件として求められること,である.

以下では, Big Issueの設立プロセスを検討していくが,そもそも90年代前半

の英国において上記のような判断基準に沿った選択プロセスは存在したのか,と

いう問題がある.選択肢としての事業型NPOが成熟していない場合,失敗行動
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アプロ-チで描かれるように制度が半ば自動的に決定されてしまう可能性がある.

また,仮に能動的な「選択」が行われたとして,こうした複雑な要素を含む判断

を実際に下し,選択・決定を行う人間(アントレプレナー)の「選択プロセス」

も未だ明らかになっていない.次節では,このような課題について,実際の設立

プロセスを検討していくことにしよう.

4　価値規範にもとづく制度決定プロセス

4.1 BigIssueの設立プロセス

Big Issueの設立の背景には, 90年代初めの英国における公式のホームレス

数11)が17万世帯(英国全体)に達し,ホームレス問題が重要な社会問題として国

民に共有されている状況があった. Big Issueは1991年にホームレス問題を解決

することをミッション(「救済ではなく,仕事の提供」)としたストリート雑誌の

編集・販売を事業とする有限会社として設立された.プロの編集者が製作した雑

誌を「ベンダー」と呼ばれるホームレスのみが販売できる仕組みを構築し, 2004

年現在で英国にはロンドン版,ウェールズ版,ノース版,サウス・ウェスト版,

スコットランド版の5つの独立した組織が存在している.近年,各組織の売り上

げ部数に伸び悩みが見られるものの, 2003年度ではBig Issueロンドン単体の週

販売部数は71,558部,イングランド4支部合計では週130,958部(2002年度は

159,709部),スコットランド単体では過32,554部となっており,依然として大き

な存在感を示している12)以下では,市場性,資金調達という観点から,その設

立プロセスを明らかにしていく.

(1)市場性:先述した社会志向型企業Body Shopの共同経営者であった

Gordon Roddickが,ニュ-ヨークの「ストリート・ニュース(StreetNews)」

の成功を見て,こうしたホームレス問題を解決するストリート・ペ-パ-事巣を

自社のコミュニケーション部内において事業化することを検討したことが始まり

とされている. Body Shopではスタッフ,弁護士,出版関係者,ホームレス支

援組織を交えて1年間の市場調査を実施している.その結果, (丑英国民の大半は

ホームレスによる路上販売は好まず, ②警察,政府の理解が得にくいこと, (診
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Evening Newsなどの既存の駅周辺で販売されている新聞があり参入障壁が高

く,さらに④そもそもBody Shopの化粧品事業とホームレス問題解決とのイ

メージ・ギャップが大きかった事から, Body Shop内部での事業化は不可能と

いう判断が下されている13)その後, Gordon Roddickは後のBig Issue創設者

となるJohn BirdにBody Shopとは別組織として雑誌編集販売の事業を行う会

社を設立できないかどうか調査依頼を出している.この段階で, 「従来のチャリ

ティ団体によるホームレス支援策の無力さ」と,それに代わる「有効な手段とし

てのビジネスの手法を用いた問題解決」という2点において両者の問に合意形成

が見られていた(Swithinbank 2000). Body Shop内部の調査の前提として,

米国的なホームレス自身が雑誌編集にかかわるスタイルが考えられていたが,

Birdは雑誌内容を大衆向けにし,さらに編集者もプロを用いることで英国市場

に受け入れられる可能性を見出している.

(2)資金調達: 90年代前半のホームレス数増加により,英国政府も90年以降の

野宿者優先プログラム(Rough Sleepers Initiative), 99年には野宿者対策室

(Rough Sleepers Unit)を設置し,これらの目的に沿ったチャリティのホーム

レス支援プログラムに対しては資金提供が行われてきた.その結果90年代に入っ

てチャリティ格を有するホームレス支援組織の数も急増しており(中村他2004),

当時ホームレス支援組織としてチャリティ格を有するメリットは大きかったと推

測できる.実際に, Big Issueノース版を設立したRuth Turnerは94年に組織

を立ち上げた際のトラストからの資金調達の際のトラブルに関して次のように

語っている.

(トラストから)お金をもらうためにはチャリティ格を持つ必要があるなんて全く理解し

ていませんでした.弁護士,会計士,トラストの人,資金集めのプロたちは皆,われわれ

の組織(The Big Issue in the North)に全社形態からチャリティ形態-組織替えするこ

とを要求するか,あるいは雑誌編集・販売部門を子会社として持っチャリティを立ち上げ

るべきだとアドバイスをくれました.もちろん,私たちはノーと言うだけでした(Swithin-

bank 2000).
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TurnerはチャリティEB体でのボランティア経験を通してその意義に限界を持

ち, Body ShopやBig Issueの「ビジネスを通した社会変革」というコンセプ

トに共感してマンチェスターで起業に踏み切った人物である. Big Issueロンド

ン版の場合,設立当初Body Shopによって初期投資費用として3万ポンド,そ

の後3年間で50万ポンドが投資され,同社の資金支援,マネジメント支援なくし

てはBig Issueの存続はあり得なかったといわれている.実際に,当時Big Is-

sueの設立はBody ShopのRoddick夫妻の雑誌事業への進出("Body Shop

BossGets IntoInk")として英国メディアに報道されていた14)

BirdやTurnerらアントレプレナーたちが共有していたものは, 「伝統的な

チャリティ・スタイルの有効性への疑問」であり,さらにRoddick夫妻の思想

としての「ビジネスを通した社会変革」への支持と共感であった.

4.2　社会志向型企業による「ソーシャル・ビジネス」概念の形成

Body Shopの基本的な考え方でもある「ビジネスを通した社会変革」という

コンセプトは,社会志向型企業のネットワーク組織であるソーシャル・ベン

チャー・ネットワ-ク(以下SVN)によって世界的に広められている. SVNは

1987年に米国サンフランシスコに設立されたビジネスに社会的責任を求め,人間

的で持続可能な社会を目指すソーシャル・アントレプレナーのネットワークで,

そのミッションは「ビジネスを通して社会を変革していくこと」であり,会員に

は社会的責任に強い関心を示す企業経営者だけでなく, NPOの責任者,学識経

験者を含み,約400名の会員が存在する15) SVNの初期会員には対抗文化世代が

多く, 70年代以降のビジネスのあり方に疑問を投げかけ,新しいビジネスの規範

を示そうとする者が多かった. Ben & Jerry'sのBen CohenやBody Shopの

Anita Roddickといったアントレプレナーが中心的存在となり,経済的価値と

社会的価値の双方を事業活動に組み込んでいく経営のあり方を主張していた.

Roddick (1991)はBody Shopが企業形態を採用することについて, 「店舗に

訪れる多くの顧客の存在によって, Body Shopは重要な活動拠点となり,社会

変革には政治や教会よりビジネスの方が強力な手段になる」と述べ, Cohenも
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「ビジネスは今日の社会における最も強力な勢力であり,社会変化をもたらすた

めに,そして基本的なニ-ズも満たされていない社会に住む世界中の人々の生活

の質を高めるために,その力を利用すべきものだ」16)と,両者ともに企業の持つ

ポジティブな影響力を強調している.Singer(2001)は,こうしたSVNの会員企

業がネットワークを広め,環境のみならず社会的側面にまで配慮することをア

ピールする「社会志向企業ムーブメント」とでも言うべき現象が80年代後半から

生じていったとしている.

ここで重要なことは,BigIssueが設立された90年代前半は,Bath&Body

Worksl"や-,18)Avedaなど類似する社会志向型の化粧品会社が業界に頭角を現し

また特に社会的ミッションなど持たずに同種の商品を低価格で提供する企業が増

加したことにより,BodyShopはそうした類似企業との差別化を図ることが求

められていた点である.さらに90年代以降同社に対する批判的な見解も相次ぎ,

例えば同社の環境志向のマーケティング戦略を偽善的と見るものや,同社の規模

拡大に伴い初期のミッション追及が困難になっているとみるものがあり,同社は

その対応・反論に追われていた19)

こうした時期にBodyShopは,市場において差別化を図るため,当時英国で

最も顕著な社会的課題として認識されていたホームレス問題を解決するプロジェ

クトに取り組むことで,「社会志向」というビジネスモデルの正当性(legiti-

macy)を獲得する必要があった.その結果,Roddick夫妻はBigIssueのよう

な社会的課題をより直接的に解決するための事業を「ソーシャル・ビジネス(so-

cialbusiness)」と呼び,社会志向型企業BodyShopが支援していくべき新し

い事業モデルとして位置づけたのである.こうしたBigIssue設立プロセスから

見えてくるものは,「失敗行動アプローチ」で描かれてきたような補完的,受動

的な対応によるものではなく,SVNを中心としたネットワーク組織の規範(「ビ

ジネスで社会変革を」)を普及させていくことを前提とした価値規範主導型のも

のであったといえよう.
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図2　「ソーシャル・ビジネス」概念形成の構図

ミッション浸透による類似企業の増加

社会志向に対する疑念.批判の増加

1

ビジネスの新しい可能性の追求

(199)

NPOセクターの有効性への疑問　喜 社会志向型企業
r社会志向」という正当性の確保

ソーシャル・

ビジネス

5　ソーシャル・ビジネスの内的構造

以下では,実際のBig Issueの事業を考察することで「ソーシャル・ビジネ

ス」の特質を明らかにしていく.まずBigIssueの事業を組織構造,機能の側面

から成果と課題に大別して考えていくことにする.

(1)成果

まず,組織構造において注目すべき点は,社会的課題の解決にFPO形態を採

用することにより, (彰社会的に排除されてきた人々を必要な労働力(従業員)と

して捉えるため,社会的受容への有効なアプローチとなることである.さらに(診

政府からの独立性が確保され,制約のない革新的な事業活動に結びつけることが

可能となっていることである.

また,設立から4年後にFPO形態とNPO形態(チャリティ)を併設して事

業内容に応じて組織形態を使い分けていく体制を採用した点も重要である.ベン

ダーに対するJET (Jobs, Education, Training)プログラム,書籍を通した啓

蒙活動等を実施するために,ロンドンでは95年11月にThe Big Issue Founda-

tion (チャリティ)を併設している20)このチャリティ設立の背景には,上記プ

ログラムのための資金獲得(例えばCharitable trusts等から)があったとされ

ている21)

スコットランドでは, 2003年度から組織構造の刷新を図り(図3参照), 2つ

の有限責任保証会社と2つのチャリティを所有するホールディング・カンパニー

構造を採用し,構造的,資金的な透明性を高めステイクホルダーに一層の支持を
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図3　TheBigIssuein Scotlandにおける組織構造

求めている.こうした考え方は,制度的制約性を克服する戦略と考えられ,ソー

シャル・ビジネスの有効性,効率性を高めていく手段として位置づけられている

次に,機能面についてみてみよう.第1に,既存のホームレス新聞のアイデア

と通常の大衆紙のコンセプトを融合し,ホームレスに仕事を提供する新しい仕組

みを提案したことが評価できる.従来の政府による野宿者優先プログラム

(RSI)等のホームレス対策は,急増するホームレス(特に野宿者)を減少させ

るために,シェルターやホステルの開設等によって,路上のホームレスを施設へ

と「収容」することが目的であり(中村他2004),労働提供という側面に対して

は有効な手法が存在しなかった.

第2に, Big Issue in Scotlandが中心となって,世界のストリ-ト・ペー

パーの支援組織INSPを形成し,業界化を促進させストリート・ペーパー事業を

社会的受容を達成させるツールとしての認識を広めたことが挙げられる　Bigls-

sueをモデルとするストリート・ペーパー事業はINSP (現在はBig Issue Scot-

land International内部の事業)というネットワ-ク組織を中心として世界27カ

国, 49団体にまで広がり22) 2003年11月からは日本版Big Issueも有限会社とし

て設立されている.
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第3に,消費の社会的側面を考慮する「ソーシャル・コンシューマー」23)の台

頭を促す役割を果たしている.雑誌Big Issueの存在により,購入者は直接・間

接にホームレスを支援することが可能となる. Hibbert & Hogg(2001)は, 「な

ぜ読者は雑誌Big Issueを購入したのか」という意識調査を実施した結果, 「雑

誌内容への好感」のみならず, 「ホームレスへの直接的関与を通した,支援して

いるという達成感」という要因が大きかったことを明らかにしている.

従来の消費者運動は,社会全体にネガティブな影響を与えた企業に対して直接

行動に出たり,訴訟を起こしたりする政治的な運動戦略を有するものであった

(谷本2002a).しかし,ここでのソーシャル・コンシューマーとは,環境面のみ

ならず社会的に意義ある商品・サ-ビスを積極的に購入・利用(バイコット:

buycott)するという市場を通した運動戦略を採用することで,社会問題の解決

に直接・間接にかかわる消費者となり,社会的な事業領域にかかわる社会志向型

企業や事業型NPOへの「支持」を表明する存在といえよう.

(2)課題

機能面においていくつかの課題もみられている　Fitzpatrick　&　Kennedy

(2000)は野宿者,物乞い, Big Issueの3者の関係を調査し, Big Issueが野宿

者に対して物乞いに代わる有効なアプローチとなり得ると同時にBig lssueの販

売が物乞い目的や麻薬の取引に利用されていることも明らかにしている. BigIs-

sue Scotlandでは,販売者との契約時に物乞い行為,ドラッグ使用の禁止を含

む9つの規約を交わしているが,近年雑誌販売の際に定価以上の金銭を求める

ケースや,販売時に足元に紙コップを置き,投げ銭を求める姿も増えている.近

年英国では, Big Issueベンダーの存在がドラッグ取引につながる可能性がある

という理由で,特定の市内での路上販売を禁止,あるいはベンダー数を制限する

動きも強まってきている24)設立から10年以上が経過した今,ベンダーの管理面

の見直しが求められている.

さらに,先述したように, Big Issueは雑誌編集・販売事業の有限会社の他に,

ホームレスに多様な支援プログラムを提供するチャリティ組織を併設しているが,

Fitzpatrick & Kennedy (2000)は大規模なインタビュー調査の結果,実際に
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は多くのベンダーがほとんどサポートを受けていないという実態を明らかにして

いる.これはBigIssueの場合,すべてのベンダーに対して訓練プログラムを実

施するわけではなく, 「向上心・独立心のある者に対して手を差し伸べていく」25)

という手法を採用することによるが,ホームレス問題の解決をミッションに掲げ

る以上　寄付金などの使途をはじめとする資金的流れを明確にし,ベンダー支援

をはじめとする異体的な社会的成果の公表に着手していかなければステイクホル

ダーからの支持は得られないだろう.

6　結論

本論文では, NPO理論の制度選択アプローチを詳細に検討することで社会的

な事業領域にかかわる組織に関する歴史的な議論を明らかにし,さらにそのアプ

ローチの限界として,制度決定がセクター固有の欠陥にもとづく受動的なものと

して描かれ,選択行為者の具体的な選択プロセスを不明なままにしてきた点を確

認してきた.本稿で明らかになった実際のアントレプレナーたちによる制度決定

行動は,伝統的な慈善型NPO (チャリティ)の有効性への疑問という共有され

た認識と,先行する社会志向型企業の価値規範に大きく依存するものであった.

また, 「ソーシャル・ビジネス」という新しいコンセプトは,社会志向型企業が

より直接的な社会問題へのかかわりを示し, 「社会志向」であることの正当性(le-

gitimacy)を確保する必要性によって促されてきた点が明らかになった.

さらに本稿を通して明らかになった点を,次の5点にまとめておこう(1)社会

的課題の解決を目指す事業(ソーシャル・ビジネス)には,企業/NPO各形態

の制度的制約性を克服する戦略的な組織運営が必要になってくる.企業形態での

雑誌販売事業だけでは対応しきれないベンダーへのJETプログラムや啓蒙活動

などは,チャリティ組織を併設することによって対応されており,そうした活動

はBig Issueの本来のミッションを側面から支えることになる　(2)企業/NP0

両形態の併用の場合には,資金的流れの明示や社会的成果の公表などの,ステイ

クホルダーへのアカウンタビリティが強く求められる. 2つの組織の関係性をど

のように管理しているのか(例えば寄付,補助金で獲得した資金や事業活動で得
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た収益は事業グループ全体の中でどのように用いられているのか)について,明

確に示さなければステイクホルダ-からの支持は得られないだろう. (3)設立当初

の「社会的ミッション」や「志」をどのように維持・管理するかが問われる.

「市場を通した社会変革」という場合には,市場の変化や要請に応じて初期の

ミッションが変化していく可能性があり,こうした現象に対してステイクホル

ダーに説明していくことが必要である.設立から13年が経過したBig Issueでは

ベンダーの管理面,ステイクホルダーに対するアカウンタビリティの面で課題を

抱えていた. (4)問題解決のための事業活動が,新しい問題を生み出してしまうと

いう可能性もある.ホームレスが「保護された雇用」に依存してしまう問題がそ

れであり, Big Issue in ScotlandのアントレプレナーMel Youngは彼らを通

常の雇用に戻していくことの難しさとBig Issue in Scotlandの今後目指すべき

方向性について次のように語っている.

「私が考えていることはかなり洗練されたもので,彼ら(ホームレス)の数を少なくする

というよりは,彼らに戻ってくる居場所を与えるというものです. 『もう次の段階へ移って

も大丈夫だよ』,という何らかの安心感を彼らに与えるのです.つまり,社交の場(club)

のような和気諸々とした雰囲気を創り出そうとしているわけです.」 (Swithinbank, 2001)

(5)ソーシャル・ビジネスは,社会問題の「一部分」の解決手段に過ぎないと

いう理解が必要であろう.ベンダーとして働くことができるホームレスは全体の

一部に過ぎず,こうした市場メカニズムを通した解決アプローチから漏れ落ちる

課題に関しては,同じミッションを持っ企業, NPOとのコラボレ-ションがさ

らに重要な課題となってくる.

1)　この概念が欧州委員会において登場したのは,フランス社会党出身のジャック・

ドロール欧州委員会委員長の任期(1985-95)においてである, EU内部において

も国ごとに多様な意味合いで用いられることが多い.

2 ) European Transnational Exchange Programme Report (2003)

3)こうした区分以外にも,例えばSocial Enterprise Londonはソ-シャル・エン

タープライズを,協同組合,ソーシャル・ファーム,従業員所有,クレジット・

X5
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ユニオン,デベロプメント・トラスト,中間労働市場企業,ソーシャル・ビジネス

コミュニティ・ビジネスの8つのスタイルに区分している. .

4) Body ShopやBen & Jerry'sなど第一次世代の社会志向型企業の合言葉として

用いられることが多く, Cohen & Green field (1999)にもBen & Jerry's Double-

Dip: Lead with Your Values and Make Money, Too,として用いられている.

5) NPOの子会社といっても, NPOのミッションに関連しない事業を行う場合もあ

り,この場合にはソーシャル・ビジネスとは呼ばない場合が多い.

6)この他にもTwin, Oxfam, Traidcraft, Equal Exchangeという4つのNGO

が共同出資して設立されたフェア・トレ-ド会社Cafedirectなどがある.

7)　Deborah Samuelson氏(Director of Communications)へのインタビューに

よる(2004/03/10). 1994年にNYタイムズスクエアに第1号店がオープンし,

2000年にロックフェラーセンター内に2号店, 2003年に104番街に3号店が続いて

いる.

8)すべての者が等しく利用できるように政府が財・サ-ビスを供給した場合,中位

の投票者の需要にもとづいた供給に偏り,多様性のある地域・国においては政府供

給では十分にニーズが満たされない者が出てくることになる.

9) Young(2001a)は情報の非対称性が生じる要因として①本質的に商品・サービス

の品質が判断しにくい場合(例えば,医療サービスや教育サービス等) ②消費者自

身が,商品やサービスの品質を評価できる資質を有していない場合(例えば,保育

園,精神病患者,高齢者向けのサービス等) (診購入者と消費者が一致しない場合

(両親が選択した保育園の児童に対するサ-ビス等)の3つを挙げている.

10)　ここでのNPOのイメージは組織化されておらず,継続的なサービス供給を行わ

ないことが前提とされている.

11) 4つの条件を満たす必要がある. ①ホームレス状態にあること, ②優先条件を兼

ね備えていること, ③窓意的なホームレス生活者ではないこと, ④当該自治体とつ

ながりがあること.実際には,こうした「公式のホームレス」以外にも多数の申請

していない人や条件を満たしていない人を考慮する必要がある.

12)英国ABC部数協会による. http://www.abc.org.uk

13) Swithinbank(2000) pp20-35ならびにElizabeth Divver氏へのインタビュ-に

よる(2003/ll/5,6).

14) Fortune 07/10/1991 pl43ならびにSwithinbank(2000) pp20-35

15) http://www.svn.org参照.

16) Roddick(1991).

17) 1990年秋にオ-イオ州に設立され, 2004年現在,全米で1700店舗を持っ. http://

www.bathandbodyworks.com参照.
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18) 1978年にミネアポリスに設立. h坤://www.aveda.com参照.

19)例えばEntine(1994)の批判に対して, Body Shopは32ページの報告書を作成し

反論している.

20) Annual Review 2001-2002, The Big Issue Foudation

21) Swithinbank(2000) ppll6-121

22) International Network of Street Papers (INSP) News Letter8, 2003

23)間々田(2000)は消費の社会的な側面について十分な認識をもち,それに基づい

た消費行動を行える消費者という意味で「社会的消費者」という用語を用いている

24) Guardian, 10/ 5 /2002, 18/10/2003, 25/10/2003, 21/ll/2003, 12/ 2 /2004の各号

を参照.

25) Elizabeth Divver氏へのインタビューによる(2003/ll/5,6).
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各種BigIssueの内容は以下のインタビュ-内容に基づいている;

2003年11月5日, 6日ロンドン事務所: Elizabeth Divver (Personnel Dorector)

氏, Patrick Lisoire (Press Officer)氏, 8日, 9日グラスゴー事務所: Lisa Ma-

clean (Project Manager)氏, Mark Shipperlee (Charity Manager)氏.また英

国Big IssueならびにBig IssueB本版に関して, (育)ビッグ・イシュ-日本の代

表佐野章二氏,スタッフの南原順氏には多大なるご示唆を頂いた.

米国における事業型NPOの内容は, 2004年3月3日～5日に米国で行われたSo-

cial Enterprise Alliance主催の5 th Gathering of the Social Enterprise Alliance

での会議,ならびに現地インタビュ-に基づいている.

またこの論文は,一橋大学大学院商学研究科を中核拠点とした21世紀COEプログ

ラム(「知識・企業・イノベーションのダイナミクス」)から,若手研究者・研究活動

支援経費の支給を受けて進められた研究成果の一部である.同プログラムからの経済

的な支援にこの場を借りて感謝したい

2004年6月29日受稿

2004年7月28日レフェリーの審査をへて掲載決定

(一橋大学大学院博士課程)
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